
（別記） 

令和８年度熊本県水田収益力強化ビジョン 

 

１ 地域の作物作付の現状、地域が抱える課題  

１ 現状 

本県の令和７年産米は、主食用米の作付目安３０，１００ｈａに対して、作付実績は

３１，９００ｈａとなり、昨年度に比べて３，１００ｈａ増加した。これまで主食用米

は収益化が難しい面が大きく、農業者は米の作付けを減らす方向にあったが、米価の上

昇により前年度から作付面積が大きく増加した。 

また、昨年度からの米価の上昇を受けて生産者の作付意欲が高まったことから、令和

８年度の主食用米の作付け増加が見込まれる。今後も西日本有数の主食用米生産県とし

て市場の要望に応えつつ、国の需給情報を活用し、需要に応じた作物生産を進める必要

がある。 

 

２ 推進上の課題 

（１）需要に応じた米生産の取組み 

   主食用米の需要量に応じた作付けを行う一方、学校給食での利用など消費拡大の取組

を進める。 

 また、国産需要が高まる加工用米・飼料用米・米粉用米に対する支援をすることで、

農業者の経営安定を図るとともに、用途ごとに異なる実需者が求める米作りを徹底し 

安定供給を図る。 

 

（２）農地利用の推進 

農業経営基盤強化促進法の改正により策定することとなった地域計画では、地域農業

のあるべき将来像を地域の関係者と一体となって話し合い、農地を継続的に利用するた

めの目標地図を作成する。また、農地中間管理機構を活用し、認定農業者や地域営農組

織等の担い手をはじめとした多様な経営体へ集積・集約化を促進する。 

 

（３）生産におけるコストの削減 

水田農業経営の強化のため、コスト削減に必要な作付けの団地化や作付体系、栽培

管理等の合理化・効率化を徹底する。 

また、用途ごとの区分管理や流通経路を確立するとともに、流通コストの削減を進

める。 

 

（４）需要に応じた生産・流通・利用体制の構築 

既存の乾燥調製（貯蔵）施設等の再編合理化を進めるとともに、再編整備が完了した

地域では、広域流通拠点として乾燥調製コストの削減や実需者への安定供給を図る。 

なお、施設整備には、「強い農業づくり総合支援交付金」や「産地生産基盤パワーア

ップ事業」等を活用していく。 

 

 

 



２ 高収益作物の導入や転換作物等の付加価値の向上等による収益力 
強化に向けた産地としての取組方針・目標 

 
１ 適地適作の推進 

本県では、海岸部や平坦部の温暖な気候から中山間地域の冷涼な気候の中で それぞ

れの地域の気象条件を活かした幅広い作物が生産されており、今後も適地適作を基本に

水田での高収益作物の生産を進めていく。 

 

２ 収益性・付加価値の向上への取組み 

  市町村や JA等と連携して、高収益作物への計画的な転換を図る。また、地理的情報

表示制度（GI）を活用したブランド化による有利販売や、県南フードバレー構想と連

動した加工食品の開発など、付加価値向上への取組みを進めていく。 

 

３ 新たな市場・需要の開拓 

  野菜（いちご、メロン）を中心に、主にアジア圏への輸出が行われており、今後も  

アジア圏を主なターゲットと位置付け、その他の品目と合わせて輸送試験、商談会、

現地プロモーション等による輸出の拡大に向けた取組みを行っていく。 

 

４ 生産流通コストの低減 

  生産から流通までの低コスト及び効率化を図るために「強い農業づくり総合支援交付

金」や「産地生産基盤パワーアップ事業」等を活用し、施設整備を進めていく。 

  また、出荷量を平準化するための栽培技術普及、市場に正確な出荷情報を提供できる

体制整備の支援、品質管理の認証制度の活用など、流通コスト低減や品質向上への取

組を行っていく。 

 

３ 畑地化を含めた水田の有効利用に向けた産地としての取組方針・目標  
 
本県では認定農業者などと同様に、地域営農組織を農業の重要な担い手として位置付

けており、農地を守り地域の営農を支えるため、特に担い手の少ない地域を中心に引き

続き組織設立を支援する。また、年間を通した仕事の創出や農地の有効利用のため、収

益性の高い新規作物の導入を支援する。さらに、水田機能を有効に活用した水稲、麦、

大豆、その他転換作物のブロックローテーション体系の構築を推進し、転換作物の作付

拡大、連作障害回避による生産性向上につなげる。 

  水田の利用状況や農業者の営農体系を点検し、高収益作物を栽培している施設園芸や 

畑作が定着している水田など、今後も水稲作に活用される見込みがない水田については、

地域の実情に配慮しつつ、畑地化を推進していく。併せて、農地の排水性の改善や集積 

等に計画的に取り組み、畑作物の本作化を進める。 

 

４ 作物ごとの取組方針等  
 
農業者の「所得の最大化」を図るため、様々な施策を最大限活用し、需要に応じた主

食用米の生産を図るとともに、米粉用米、飼料用米及び加工用米、並びに麦、大豆など

の生産拡大による水田フル活用の取組みを強化する。 

また、地域農業再生協議会ごとに、高収益作物の導入等による収益力強化や、水田の 

有効利用を行い、産地としての課題と対応方向を明確にした「水田収益力強化ビジョン」



の作成を支援するとともに、その実現に向けて、産地交付金を含めた水田活用の直接支 

払交付金等を最大限活用する。 

１ 主食用米 

主食用米については、国の需給情報を活用し需要に応じた生産を行う。 

本県産米については、県内で家庭用・業務用向けに販売されているほか、県外向け

の需要も高まっていることから、家庭用や業務用等供給先ごとに求められる品種の生

産の取組を進める。 

 

２ 備蓄米 

主食用米と同じ機械、施設で取り組める転換作物として、水田機能維持の面からも 

取組を行っていく。 

 

３ 非主食用米 

 （１）飼料用米 

産地交付金を活用して、収量向上に向け堆肥等を活用した肥培管理を支援し、水田  

の有効利用と農家所得の最大化を図る。また、複数年契約（３年間）の取組を推進す

る。 

さらに、地産地消や運賃コストの削減等の観点から、地域内の実需者に対し、需要

に応じた生産供給を行う。 

 なお、専用品種以外の品種（一般品種）の令和６年度以降の段階的な交付金単価の

引き下げにも対応し、種子の確保等も含め、専用品種の計画的な生産を進める。 

 

 （２）米粉用米 

地場企業からの堅調な需要があり、堆肥等の活用や増肥により収量向上に向けた肥

培管理の取組を推進する。また、複数年契約（３年間）の取組を推進する。 

 

 （３）新市場開拓用米（輸出用米等） 

成長するアジア諸国等の市場に対応し、農業者の経営基盤強化につなげる。また、

複数年契約への取組みに対して産地交付金を活用して支援し、安定供給を図る。 

  

（４）ＷＣＳ用稲 

全国１位の作付面積となっており、需要に応じた適正な作付けを推進する。また、 

適正流通を確保するため、原則として専用品種に限定した作付けとする。 

 

 （５）加工用米 

複数年契約（３年間）の取組みへの助成により、焼酎原料米や菓子等のニーズに応

じた加工適性や収量性の高い品種の作付けを推進し、安定的な生産・供給体制を確立

する。 

 

４ 麦、大豆、飼料作物 
麦、大豆については、認定農業者や地域営農組織などの担い手への農地集積を推進

し、団地化やブロックローテーションによる生産性の向上と安定生産を推進する。 
飼料用とうもろこし及びイタリアンライグラス等の飼料作物については、水田裏作

物や放牧等を中心に、耕種側と畜産側が協力できる仕組みづくりを支援し、耕畜連携
による効率的かつ高品質な飼料の生産・利用を進める。 

   また、国産の需要がある麦・大豆や畜産農家からの需要のある飼料作物については、
基幹・二毛作両方で面積拡大の推進を行う。 

 



５ そば、なたね 
排水対策を徹底し、産地交付金を活用しながら、生産性向上の取組みを進める。 

 

６ 高収益作物 
農家所得の最大化に向け、産地交付金を有効に活用しながら、特色ある産地づくり

を進める。 
 
７ 地力増進作物 

   高収益作物等の連作障害を回避した生産性・収益力の向上や環境保全型農業の推進
（化学肥料の低減）を図るため、地力増進作物の作付け、すき込みを進める。 

 

５ 作物ごとの作付予定面積等 ～ ８ 産地交付金の活用方法の明細  

別紙のとおり 



別紙

５　作物ごとの作付予定面積等
（単位：ha）

うち
二毛作

うち
二毛作

うち
二毛作

31,963 0 32,888 0 29,912 0

0 0 0 0 3 0

600 0 597 0 1,560 0

57 0 106 0 309 1

27 0 27 0 41 0

8,169 3 7,572 3 9,274 0

283 75 280 74 678 143

7,805 7,112 7,642 7,029 8,256 7,462

1,870 84 1,791 218 2,329 100

7,318 5,634 7,364 5,760 7,983 6,188

・子実用とうもろこし 196 177 194 179 214 184

253 189 354 214 375 232

79 15 21 16 30 5

88 44 109 46 176 59

3,748 379 4,106 412 4,258 366

・野菜 3,045 317 3,448 374 3,455 290

・花き・花木 189 6 197 8 217 11

・果樹 300 0 302 1 307 0

・その他の高収益作物 213 55 202 55 280 59

57 0 58 0 74 0

・種苗・雑穀　等 61 0 62 0 77 0

700 1 595 0 686 1

前年度作付面積等
当年度の

作付予定面積等
令和８年度の
作付目標面積等

なたね

地力増進作物

高収益作物

その他

畑地化

そば

作物等

主食用米

備蓄米

飼料用米

米粉用米

新市場開拓用米

WCS用稲

加工用米

麦

大豆

飼料作物



６　課題解決に向けた取組及び目標

作付面積の拡大(ha) 7,618 7,950

担い手への集積率向上
(%)

92.4% 95%

作付面積の拡大(ha) 1,848 2,400

担い手への集積率向上
(%)

93.1% 100%

取組面積の拡大(ha) 216 400

収量の向上(kg/10a) 535 590

取組面積の拡大(ha) 41 140

収量の向上(kg/10a) 551 560

加工用
米

取組面積の拡大(ha) 73 650

飼料用
米

取組面積の拡大(ha) - 400

米粉用
米

取組面積の拡大(ha) - 140

6,162 6,700

110% 119%

※　必要に応じて、面積に加え、取組によって得られるコスト低減効果等についても目標設定してください。
※　目標期間は３年以内としてください。

180

整理
番号

対象作物 使途名 目標
前年度（実績）
【令和７年度】

目標値
【令和８年度】

1
そば、なたね

（は種前契約等を締結したも
の）

そば・なたね
作付助成
（基幹作）

取組面積の拡大（ha） 149

新市場開拓用米
取組助成
（基幹作）

取組面積の拡大(ha)
（新市場開拓用米）

9 15

3 新市場開拓用米
新市場開拓用米
複数年契約加算

（基幹作・二毛作）

契約面積の拡大（ha）
（新市場開拓用米）

0 15

2 新市場開拓用米

5 飼料用米、米粉用米
生産性向上加算

（基幹作・二毛作）

飼料用
米

米粉用
米

4 麦、大豆
担い手加算

（基幹作・二毛作）

麦

大豆

3,300

6 加工用米、飼料用米、米粉用米
安定供給助成

（基幹作・二毛作）

7
麦、大豆、飼料作物、そば、な

たね
水田高度利用加算

（二毛作）

取組面積の拡大（ha）

水田利用率の向上（%）

8
野菜、花き・花木、果樹、その

他高収益作物
高収益作物作付加算

（基幹作）
取組面積の拡大（ha） 2,583



７　産地交付金の活用方法の概要

熊本県

1 そば・なたね作付助成（基幹作） 1 20,000 そば・なたね は種前契約等の締結、排水対策を実施すること

2 新市場開拓用米取組助成（基幹作） 1 20,000 新市場開拓用米 加工用米等取組計画書の届出を行い受理されていること

3
新市場開拓用米複数年契約加算（基幹

作）
1 10,000 新市場開拓用米

加工用米等取組計画書の届出を行い受理されていること
本年産から新たに結んだ複数年契約（３年以上）

3
新市場開拓用米複数年契約加算（二毛

作）
2 10,000 新市場開拓用米

加工用米等取組計画書の届出を行い受理されていること
本年産から新たに結んだ複数年契約（３年以上）

4 担い手加算（基幹作） 1 3,000 麦・大豆
集落営農、認定農業者、認定新規就農者
同品目・同面積について、整理番号７との重複助成不可

4 担い手加算（二毛作） 2 3,000 麦・大豆
集落営農、認定農業者、認定新規就農者
同品目・同面積について、整理番号７との重複助成不可

5 生産性向上加算（基幹作） 3 20,000 飼料用米・米粉用米
「堆肥の施用及び肥料の増肥」又は「特殊肥料入り指定混合肥料の施
用」を行うこと

5 生産性向上加算（二毛作） 4 20,000 飼料用米・米粉用米
「堆肥の施用及び肥料の増肥」又は「特殊肥料入り指定混合肥料の施
用」を行うこと

6 安定供給助成（基幹作） 1 20,000 加工用米・飼料用米・米粉用米 複数年契約（３年以上）

6 安定供給助成（二毛作） 2 20,000 加工用米・飼料用米・米粉用米 複数年契約（３年以上）

7 水田高度利用加算（二毛作） 2 3,000 麦・大豆・飼料作物・そば・なたね
二毛作として作付け
排水対策を実施すること
整理番号４との重複助成不可

8 高収益作物作付加算（基幹作） 1 3,000 野菜、花き・花木、果樹、その他高収益作物 地域の産地交付金の支援対象となっていること

対象作物
※３

取組要件等
※４

整
理
番
号

使途
※１

作
期
等
※２

単価
（円/10a）

※１　二毛作及び耕畜連携を対象とする使途は、他の設定と分けて記入し、二毛作の場合は使途の名称に「○○○（二毛作）」、耕畜連携の場合は使途の名称に「○○○（耕畜連携）」と記入してください。
　　　ただし、二毛作及び耕畜連携の支援の範囲は任意に設定することができるものとします。
　　　　なお、耕畜連携で二毛作も対象とする場合は、他の設定と分けて記入し、使途の名称に「○○○（耕畜連携・二毛作）」と記入してください。
※２　「作期等」は、基幹作を対象とする使途は「１」、二毛作を対象とする使途は「２」、耕畜連携で基幹作を対象とする使途は「３」、耕畜連携で二毛作を対象とする使途は「４」と記入してください。
※３　産地交付金の活用方法の明細（個票）の対象作物を記載して下さい。対象作物が複数ある場合には別紙を付すことも可能です。
※４　産地交付金の活用方法の明細（個票）の具体的要件のうち取組要件等を記載してください。取組要件が複数ある場合には、代表的な取組のみの記載でも構いません。


